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１.18年9月中間期の業績（平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日）
(1)経営成績 (百万円未満四捨五入表示) 

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年9月中間期 305,288 △0.6 △ 1,351 ―   1,588 △47.2

 17年9月中間期 307,187 0.2 533 △91.2 3,005 △59.9

 18年3月期 621,547 1.6 △ 959 ―   2,520 △73.7

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当 期)純利益

百万円 ％ 円　　銭

 18年9月中間期 374 ―   1.64
 17年9月中間期 △ 1,505 ―   △  6.59
 18年3月期 △ 3,699 ―   △ 16.20
(注)①期中平均株式数　　　　18年9月中間期 228,255,519 株　17年9月中間期 228,274,854 株　18年3月期 228,268,860 株

    ②会計処理の方法の変更　無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
総　資　産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

 18年9月中間期 382,110 201,702 52.8 883.55
 17年9月中間期 376,070 206,619 54.9 905.15
 18年3月期 375,756 206,190 54.9 903.32
(注)①期末発行済株式数　　　18年9月中間期 228,255,898 株　17年9月中間期 228,270,781 株　18年3月期 228,258,558 株

 　 ②期末自己株式数　　　　18年9月中間期     189,452 株　17年9月中間期     174,569 株　18年3月期     186,792 株

２.19年3月期の業績予想（平成18年4月1日  ～  平成19年3月31日）
売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　期 625,000 3,500 1,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           4円 38銭

３.配当状況
・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

 18年3月期 ―   16.00 16.00
 19年3月期(実績) ―   ―   

16.00 19年3月期(予想) ―   16.00

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる

   結果となる可能性があります。上記業績予想に関連する事項については、添付書類の6ページをご参照下さい。
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 個 別 中 間 財 務 諸 表  

 中  間  貸  借  対  照  表  

 

18 年 9 月中間期 17 年 9 月中間期 18 年 3 月期 
(平成 18 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 18 年 3 月 31 日現在)科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（ 資 産 の 部 ）       

Ⅰ流  動  資  産 217,262 56.9 203,185 54.0 207,101 55.1

現 金 及 び 預 金 6,814 16,649  7,441

受 取 手 形 952 851  852

売 掛 金 81,471 72,906  73,867

有 価 証 券 200 310  10

棚 卸 資 産 51,066 56,993  51,492

繰 延 税 金 資 産 1,888 3,861  2,035

関係会社短期貸付金 70,753 46,902  65,342

その他の流動資産 4,192 5,037  6,379

貸 倒 引 当 金 △     74 △    324  △    317

Ⅱ固  定  資  産 164,848 43.1 172,885 46.0 168,655 44.9

 1.有形固定資産 68,029 17.8 72,278 19.2 69,960 18.6

建 物 22,568 23,848  23,217

機 械 及 び 装 置 11,578 13,171  12,466

土 地 29,896 30,755  30,080

その他の有形固定資産 3,987 4,504  4,197

 2.無 形 固 定 資 産 4,037 1.0 3,285 0.9 3,550 1.0

 3.投資その他の資産 92,782 24.3 97,322 25.9 95,145 25.3

投 資 有 価 証 券 20,961 20,797  22,968

関 係 会 社 株 式 30,842 30,304  30,487

長 期 貸 付 金 27,900 30,909  31,674

繰 延 税 金 資 産 7,089 4,221  5,678

その他の投資等 9,884 14,520  9,644

貸 倒 引 当 金 △  3,894 △  3,429  △  5,306

資   産   合   計 382,110 100.0 376,070 100.0 375,756 100.0

（ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ流  動  負  債 107,519 28.1 130,837 34.8 112,753 30.0

支 払 手 形 1,244 1,312  1,405

買 掛 金 72,813 79,925  71,128

短 期 借 入 金 4,000 2,000  9,000

１ 年 以 内 返 済 予 定 
長 期 借 入 金 

5,332 4,432  4,932

１年以内償還予定社債 ― 10,000  ―

未 払 法 人 税 等 342 431  407

その他の流動負債 23,788 32,737  25,881
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18 年 9 月中間期 17 年 9 月中間期 18 年 3 月期 
(平成 18 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 18 年 3 月 31 日現在)科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅱ固 定 負 債 72,889 19.1 38,614 10.3 56,813 15.1

社 債 9,700 9,700  9,700

長 期 借 入 金 62,275 18,607  46,141

退 職 給 付 引 当 金 710 10,047  712

長 期 未 払 金 204 260  260

負  債  合  計 180,408 47.2 169,451 45.1 169,566 45.1

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ資 本 金 － － 24,166 6.4 24,166 6.4

Ⅱ資 本 剰 余 金 － － 43,084 11.5 43,084 11.5

資 本 準 備 金 － 43,084  43,084

Ⅲ利 益 剰 余 金 － － 135,325 36.0 133,131 35.4

利 益 準 備 金 － 6,041  6,041

任 意 積 立 金 － 124,302  124,302

中間(当期)未処分利益 － 4,982  2,788

Ⅳその他有価証券評価差額金 － － 4,250 1.1 6,030 1.6

Ⅴ自  己  株  式 － － △    206 △ 0.1 △    221 △ 0.0

資 本 合 計 － － 206,619 54.9 206,190 54.9

負 債 資 本 合 計 － － 376,070 100.0 375,756 100.0

       

（ 純 資 産 の 部 ）       

Ⅰ株 主 資 本 196,865 51.5 － － － －

資 本 金 24,166 6.3 － － － －

資 本 剰 余 金 43,084 11.3 － － － －

 資 本 準 備 金 43,084 －  

利 益 剰 余 金 129,841 34.0 － － － －

利 益 準 備 金 6,041 －  －

その他利益剰余金 123,800 －  －

 海外投資等損失準備金 17 －  －

 特 別 償 却 準 備 金 28 －  －

 固定資産圧縮積立金 620 －  －

 別 途 積 立 金 115,000 －  －

 繰 越 利 益 剰 余 金 8,135 －  －

自 己 株 式 △    226 △ 0.1 － － － －

Ⅱ評価・換算差額等 4,811 1.3 － － － －

その他有価証券評価差額金 4,778 －  －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 33 －  －

Ⅲ新 株 予 約 権 26 0.0 － － － －

純 資 産 合 計 201,702 52.8 － － － －

負 債 純 資 産 合 計 382,110 100.0 － － － －



 中  間  損  益  計  算  書  
 

18 年 9 月中間期 17 年 9 月中間期 18 年 3 月期 

自平成 18 年 4 月 1 日 

至平成 18 年 9 月 30 日 

自平成 17 年 4 月 1 日 

至平成 17 年 9 月 30 日 

自平成 17 年 4 月 1 日 

至平成 18 年 3 月 31 日 
科      目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 
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 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

       

Ⅰ売 上 高 305,288 100.0 307,187 100.0 621,547 100.0

Ⅱ売 上 原 価 272,274 89.2 269,201 87.6 547,298 88.1

  売 上 総 利 益 33,014 10.8 37,986 12.4 74,249 11.9

Ⅲ販売費及び一般管理費 34,365 11.3 37,453 12.2 75,208 12.1

営業利益または営業損失(△) △  1,351 △ 0.5 533 0.2 △    959 △ 0.2

Ⅳ営 業 外 収 益 4,230 1.4 3,630 1.2 5,568 0.9

受取利息及び配当金 2,805 2,402  3,242

その他の営業外収益 1,425 1,228  2,326

Ⅴ営 業 外 費 用 1,291 0.4 1,158 0.4 2,089 0.3

支 払 利 息 479 323  655

その他の営業外費用 812 835  1,434

経 常 利 益 1,588 0.5 3,005 1.0 2,520 0.4

Ⅵ特 別 利 益 213 0.1 14,129 4.6 15,258 2.5

Ⅶ特 別 損 失 1,789 0.6 14,052 4.6 17,697 2.9

税引前中間(当期)純利益 12 0.0 3,082 1.0 81 0.0

法人税､住民税及び事業税 56 0.0 70 0.0 130 0.0

法人税等調整額 △    418 △ 0.1 4,517 1.5 3,650 0.6

中 間 純 利 益 ま た は 

中間(当期)純損失(△) 
374 0.1 △ 1,505 △0.5 △ 3,699 △ 0.6

前 期 繰 越 利 益 － 6,487  6,487

中間(当期)未処分利益 － 4,982  2,788
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中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  
１８年９月中間期（自平成１８年４月１日至平成１８年９月３０日）   (単位：百万円) 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資
本
金 

資
本
準
備
金 

資
本
剰
余
金
合
計 

利
益
準
備
金 

海
外
投
資
等
損
失
準
備
金 

特
別
償
却
準
備
金 

固
定
資
産
圧
縮
積
立
金 

別
途
積
立
金 

繰
越
利
益
剰
余
金 

利
益
剰
余
金
合
計 

自
己
株
式 

株
主
資
本
合
計 

平成 18年 3 月 31 日残高 24,166 43,084 43,084 6,041 27 70 620 123,585 2,788 133,131 △221 200,160

中間会計期間中の変動額    

海外投資等損失準備金の取崩（注１）  △10 10 － －
特別償却準備金の積立   （注２）  6 △ 6 － －
特別償却準備金の取崩   （注３）  △48 48 － －
別途積立金の取崩     （注２）  △8,585 8.585 － －
剰余金の配当       （注２）  △3,652 △3,652 △3,652

中間純利益  374 374 374

自己株式の取得   － △17 △17

自己株式の処分  △12 △12 12 0

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
  － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － － － △10 △42 － △8,585 5,347 △3,290 △5 △3,295

平成 18 年 9 月 30 日残高 24,166 43,084 43,084 6,041 17 28 620 115,000 8,135 129,841 △226 196,865

 
評価・換算差額等  

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金 

繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益 

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計 

新
株
予
約
権 

純
資
産
合
計 

平成 18年 3 月 31 日残高 6,030 － 6,030 － 206,190

中間会計期間中の変動額  

海外投資等損失準備金の取崩（注１）  －
特別償却準備金の積立   （注２）  －
特別償却準備金の取崩   （注３）  －
別途積立金の取崩     （注２）  －
剰余金の配当       （注２）  △3,652

中間純利益  374

自己株式の取得  △17

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額(純額) 
△1,252 33 △1,219 26 △1,193

中間会計期間中の変動額合計 △1,252 33 △1,219 26 △4,488

平成 18 年 9 月 30 日残高 4,778 33 4,811 26 201,702

（注１）海外投資等損失準備金の取崩のうち、7 百万円は平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
（注２）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
（注３）特別償却準備金の取崩のうち、32 百万円は平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

１．資産の評価基準及び評価方法  
製品及び商品・原材料・ 
    仕掛品・貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 

有 価 証 券  
 満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 
 関 係 会 社 株 式 移動平均法に基づく原価法 
 その他有価証券  
  時価のあるもの 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
 により算定） 

  時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 
２．固定資産の減価償却の方法  

有 形 固 定 資 産 定率法（但し、兵庫工場及び徳島工場並びに一部の貸与資産について
は定額法） 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備は除
く）については定額法 

無 形 固 定 資 産 定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（5年）に基づく定額法 

３．引当金の計上基準  
貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上しております。なお、過去勤務債務は、
その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16 年）に
よる定額法により費用処理しております。また、数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（16 年又は 13 年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお為替予約が

付されている外貨建買入債務については振当処理に、また金利ス

ワップについては特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ. ヘッジ手段･･･為替予約 

 ヘッジ対象･･･キャッシュ・フローが固定されその変動が回避さ

 れるもの 

ｂ. ヘッジ手段･･･金利スワップ 

   ヘッジ対象･･･借入金 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引は為替リスク管理方針に基づき、取引権限及び取引

限度額を定めた社内規程で運用しております。 

 また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は契約締結時に為替リスク方針に従っていることを確

認することで、有効性評価の方法としております。また金利スワッ

プについては特例処理のため有効性評価を省略しております。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 
貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準 

当中間会計期間から、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準｣（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準
第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針｣（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計
基準適用指針第 8号）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
  なお、従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は、201,643 百万
円であります。 
  中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間
財務諸表は、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

ストック・オプション等に関す
る会計基準 

当中間会計期間から、｢ストック・オプション等に関する会計基準｣
（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 27 日 企業会計基準第 8
号）及び｢ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針｣（企
業会計基準委員会 平成 18 年 5 月 31 日 企業会計基準適用指針第
11 号）を適用しております。 
 これにより、営業損失が 26 百万円増加し、経常利益及び税引前中
間純利益が同額減少しております。 



 注   記   事   項  

    １．記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

      

     18 年 9月中間期         17 年 9月中間期    

２．有形固定資産減価償却累計額 ８２,６０９ 百万円 ８１,３１０ 百万円 

３．保 証 債 務 １８,０７７ 百万円 １５,５７５ 百万円 

４．中間会計期間末日満期手形の 

処理 

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中

間会計期間末日が金融機関

の休業日であったため、次

の中間会計期間末日満期手

形が、中間会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形 １１４ 百万円 

― 

    ５．特別損益の主な内訳 

 特  別   利   益    

      固 定 資 産 売 却 益 １９７ 百万円 ２０８ 百万円 

      投 資 有 価 証 券 売 却 益 １６ 百万円 ８１５ 百万円 

      厚生年金基金代行返上益 ― 百万円 １３,１０６ 百万円 

 特   別   損   失    

      特 別 退 職 金 ５３４ 百万円 ７,４１２ 百万円 

      関 係 会 社 整 理 損 ５０７ 百万円 ― 百万円 

      関 係 会 社 株 式 評 価 損 ― 百万円 １,４１９ 百万円 

      工 場 閉 鎖 損 失 ３２１ 百万円 ― 百万円 

      減 損 損 失 １５３ 百万円 ４,２８０ 百万円 

    ６．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 

       １）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間会計期間末残高相当額 

 取得価額 減価償却 中間会計  取得価額 減価償却 中間会計

  累 計 額 期間末残    累 計 額 期間末残  

 相 当 額 相 当 額 高相当額  相 当 額 相 当 額 高相当額

 百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円

車 両 運 搬 具 ２０５ １２５ ８０  ５７６ ３２６ ２５０

工具器具及び備品 １,０７２ ４８２ ５９０  １,７１１ １,２６７ ４４４

   合      計 １,２７７ ６０７ ６７０  ２,２８７ １,５９３ ６９４

       ２）未経過リース料中間会計期間末残高相当額 

１ 年 内 ２３４ 百万円 ３０１ 百万円 

１ 年 超 ４３６ 百万円 ３９３ 百万円 

合  計 ６７０ 百万円 ６９４ 百万円 

       ３）当中間会計期間の支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 １４０ 百万円 ２５９ 百万円 

減価償却費相当額  １４０ 百万円 ２５９ 百万円 

           なお、リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料中間会計期間末残高相当額については、未経過 

 リース料中間会計期間末残高の金額に重要性が乏しいため、支払利子込み法により算定しております。 

    ７．有  価  証  券 （子会社株式及び関連会社株式） 

        当中間会計期間及び前中間会計期間において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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   ８．減 損 損 失 

       当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  

    （１）１８年９月中間期（自平成１８年４月１日至平成１８年９月３０日） 

     １）減損損失を計上した資産グループ及び減損損失計上額、資産の種類毎内訳 

     （単位：百万円） 

用 途 場 所 土 地 建物･構築物 その他 計 

賃貸用資産 広島県広島市 90 25 1 116

遊休資産 北海道苫小牧市 11 25 1 37

計  101 50 2 153

     ２）資産のグルーピング 

     当社は、事業用資産については、事業の種類別セグメントを基礎として、賃貸用資産、遊休資産に 

    ついては、物件単位ごとにグルーピングしております。 

     ３）減損損失を認識するに至った経緯 

     賃貸用資産と遊休資産のうち、近年の著しい地価下落に伴い回収可能価額が低下したものについて、 

    帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。 

４）回収可能価額の算定方法 

     回収可能価額の算定にあたっては、賃貸用資産については正味売却価額又は使用価値を、遊休資産 

    については正味売却価額を適用しており、正味売却価額は主として路線価による相続税評価額により 

    評価し、使用価値は将来キャッシュ・フローを 5.37％で割り引いて算定しております。 

    （２）１７年９月中間期（自平成１７年４月１日至平成１７年９月３０日） 

     １）減損損失を計上した資産グループ及び減損損失計上額、資産の種類毎内訳 

   （単位：百万円） 

用 途 場 所 土 地 建物･構築物 その他 計 

賃貸用資産 大阪府泉佐野市他 14 ｹ所 3,148 678 28 3,854

遊休資産 北海道空知郡他 8 ｹ所 244 178 4 426

計  3,392 856 32 4,280

     *表示を明瞭にするため、主たる用途ごとに集約して記載しております。 

     ２）資産のグルーピング 

     当社は、事業用資産については、事業の種類別セグメントを基礎として、賃貸用資産、遊休資産に 

    ついては、物件単位ごとにグルーピングしております。 

     ３）減損損失を認識するに至った経緯 

     賃貸用資産と遊休資産のうち、近年の著しい地価下落に伴い回収可能価額が低下したものについて、 

    帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。 

４）回収可能価額の算定方法 

     回収可能価額の算定にあたっては、賃貸用資産については正味売却価額又は使用価値を、遊休資産 

    については正味売却価額を適用しており、正味売却価額は主として路線価による相続税評価額により 

    評価し、使用価値は将来キャッシュ・フローを 4.9％で割り引いて算定しております。 
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    ９．中間株主資本等変動計算書関係    

     １８年９月中間期（自平成１８年４月１日至平成１８年９月３０日）  

     自己株式の種類及び株式数に関する事項   

     （単位：千株） 

   
前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間

増加株式数 

当中間会計期間

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

 自己株式         

  普通株式 187 12 10 189

 合計 187 12 10 189

     (変動事由の概要） 

    増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

    単元未満株式の購入による増加   12 千株 

    減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

    ストックオプションの行使による減少 10 千株 


	個別財務諸表

